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観点別・一次評価（担当部署の評価）

二次評価（行政評価委員会の評価）

●改革プラン

二次評価 ☆☆☆
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★★★★
★★★観点別評価

1-1　　心豊かな人づくり

●事務事業の内容

教科指導、生活指導が行き届き、担任教師の負担軽減が図れ、きめ細やかな指導を行うことができる。

小学校１年生多人数学級は県費による講師派遣により指導が充実してきている。一方で小学校２年生以上及び中学
生のうち、1学級が４０人近くの多人数学級では、指導が行き届かなかったり、指導を聞き入れなかったりする児
童・生徒が存在し、学級担任の負担が増大し、学級運営に支障をきたしている。県に対応を要望しているものの、
現状では望めないので、緊急避難的に市で対応する。

小学校及び中学校における教育指導の充実をはかる。
目　的

（何のために）

事務事業実績

小学校1年生の学級を除く小学校及び中学校において1学級が概ね34人を超える多人数の学級がある学年

●事務事業の実績・投入コスト

児童・生徒数の状況及び学校の要望より、派遣人数、日数を改善する。
見直し改善の

経過

年度

該当小学校9校、126学級のうち41学級と該当中学校5校、66学級の
うち47学級に対して、16人雇用（年間201日　1日7時間勤務）

政　策 1-1-2　少年期の教育の充実

●事務事業の位置付け

期間

基本計画におけ
る位置付け

基本政策

根拠法令・要綱等

関連
政策

整理番号 11202-010

学校教育課　教育指導スタッフ

学校教育指導支援事業事務事業名
所  管

手　段
（どのようなや
り方で）

事務事業の背
景・住民の意向

成　果
（どのような状
態にしたいか）

対　象
（誰・何を）

臨時職員として採用した教員免許を有する者を補助講師として派遣する。

一次評価

平成16年度
該当小学校6校、95学級のうち27学級と該当中学校5校、69学級のう
ち21学級に対して、13人雇用（年間201日　1日7時間勤務）

平成18年度

●評価指標

●事務事業の評価

★★★★

平成17年度

拡大

該当小学校6校、97学級のうち28学級と該当中学校5校、66学級のう
ち21学級に対して、13人雇用（年間201日　1日7時間勤務）

改革により予
想される成果

一人一人に対してきめ細やかな支援と指導ができ、子どもたちの学びの充実感が向上する。また学力低下の歯止め
と、基礎基本の確実な定着を期待している。

平成19年度か
らの対応

事業費に対応した雇用人員の設定を行っていて、１9年度は、前年より８人増員して２４人となっている。２４人
中、多人数学級の支援だけでなく、軽度発達障害の児童生徒への支援業務も配慮して、特別支援教育支援として８
人を配置している。

平成20年度以
降の対応

多人数学級へのきめこまかな指導、少人数授業の工夫改善の支援と軽度発達障害の児童生徒への支援業務と目的が
ちがうので、それぞれの基準設定を検討して今後も充実を図りたい。また全国学力検査の結果もふまえて成果を検
証したい。

継続

コメント

コメント

支援員の配置は、多人数学級において、算数数学など基礎学力
の定着率に差が出やすい教科を中心に、1コース２０～３０人
規模のグループに分けて、学習することが可能になり、学校評
価の結果、「授業がよくわかる」「できるようになった」とい
う児童生徒が小学校では８０％以上、中学校でも７０％以上が
回答している。支援員が入ることで少人数コースなどの多様な
学習集団の形成が可能となり、一人一人に対して極め細やかな
支援と指導ができる。

計画的な事業の実施に努められたい。

今後の方向性

今後の方向性

拡大

きめ細やかな指導値（児童生徒が指導を受
ける値）
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